
依
存
財
源

39
.8％

自主財

源
60.2％

令和５年度
当　初

市債(5.1％)市債(5.1％)
((市が事業を行うために計画的市が事業を行うために計画的
に借りるお金に借りるお金))
21億2,700万円21億2,700万円

国庫支出金(15.9％)国庫支出金(15.9％)
((国が市に対し、特定の事業に使国が市に対し、特定の事業に使
い道を指定して交付するお金い道を指定して交付するお金))
66億2,878万円66億2,878万円

地方交付税(4.2％)地方交付税(4.2％)
(市町村の財政力に応(市町村の財政力に応
じ国が交付するお金)じ国が交付するお金)
17億7,362万円17億7,362万円

県支出金(6.9％)県支出金(6.9％)
(県からの補助金など)(県からの補助金など)
28億6,991万円28億6,991万円

その他(7.7％)その他(7.7％)
32億4,190万円32億4,190万円

歳 入(市に入ってくるお金)

自主財源自主財源…市が自らの機能で調達するお金…市が自らの機能で調達するお金
依存財源依存財源…国や県が権限･基準により交付するお金…国や県が権限･基準により交付するお金

歳入
418億円

市税(49.1％)市税(49.1％)
205億1,447万円205億1,447万円

その他(2.6％)その他(2.6％)
10億6,030万円10億6,030万円 繰入金(4.1％)繰入金(4.1％)

(基金や他の会計から繰り入れる(基金や他の会計から繰り入れる
お金)お金)
17億1,593万円17億1,593万円

寄附金(2.4％)寄附金(2.4％)
(ふるさと寄附を含む)(ふるさと寄附を含む)
10億1,120万円10億1,120万円

使用料および手数料(1.4％)使用料および手数料(1.4％)
(公共施設の使用料など)(公共施設の使用料など)
５億9,523万円５億9,523万円

財産収入(0.6％)財産収入(0.6％)
(土地売り払い･貸し付けなど)(土地売り払い･貸し付けなど)
２億6,166万円２億6,166万円

市税の内訳

固定資産税 132億4,758万円
市民税 59億5,667万円

市たばこ税 9億1,487万円
軽自動車税 3億8,657万円
その他 878万円 予

算
の概要

●
主
要
事
業

文
化
施
設
等
開
館
記
念
事
業　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

６
７
３
万
円

　

博
物
館
開
館
50

周
年
と
、
さ
く
ら

ホ
ー
ル
開
館
20
周

年
を
記
念
し
た
事

業
を
行
い
ま
す
。

都
市
拠
点
形
成
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
推
進
事
業

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１
５
６
１
万
円

　

北
上
駅
西
口
か

ら
ツ
イ
ン
モ
ー
ル

プ
ラ
ザ
に
至
る
中

心
市
街
地
の
土
地

の
有
効
活
用
に
つ

い
て
調
査
を
進
め

ま
す
。

教
育
相
談
員
設
置
事
業　

２
６
３
９
万
円

　

児
童
生
徒
の
相
談
の
機
会
を
充
実
さ
せ

る
た
め
、
本
年
度
か
ら
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ

ル
ワ
ー
カ
ー(

※)

を
１
人
追
加
配
置
し
ま
す
。

※
教
育
分
野
に
加
え
、

社
会
福
祉
な
ど
の
専
門

的
な
知
識
や
技
術
が
あ

り
、
問
題
を
抱
え
た
児

童
生
徒
が
置
か
れ
た
環

境
へ
働
き
か
け
た
り
、

関
係
機
関
な
ど
と
連
携

し
た
り
す
る
な
ど
、
多

様
な
支
援
方
法
で
課
題

解
決
を
図
っ
て
い
く
役

割
を
担
う
。

　

令
和
５
年
度
当
初
予
算
は
、
引
き
続
き｢

持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く

り
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
行｣

の
視
点
に
よ
り
編
成
。
市
長
選
挙

の
た
め
骨
格
予
算(

必
要
最
小
限
度
の
経
費)

と
な
り
ま
す
が
、
新

総
合
計
画
の
実
現
に
向
け
た
事
業
を
中
心
に
各
施
策
を
推
進
し
ま
す
。 

　
　
　
　
　
　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

財
政
課
☎
72-

８
２
４
９

※
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
…
よ
り
良
い
ま
ち
に
し
て
未
来
に
つ
な
ぐ
た
め
、

戦
略
的
に
取
り
組
む
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
「
子
育
て
寄
り
添
い
」
な
ど
10
の
視
点
か
ら
ま
と
め
た
も
の
。

問
い
合
わ
せ

▼
一
般
会
計
予
算

　

予
算
総
額
は
４
１
８
億
円
。
こ
れ
ま
で
の
積

極
的
な
企
業
誘
致
の
成
果
に
よ
り
、
税
収
が
大

幅
に
増
加
し
て
、
普
通
交
付
税
不
交
付
団
体

(

左
ペ
ー
ジ
で
解
説)

と
な
る
見
込
み
で
す
。

　

子
育
て
し
や
す
い
環
境
づ
く
り
に
力
を
入
れ

る
ほ
か
、
統
合
北
上
中
学
校
建
設
事
業
の
本
格

化
や
大
規
模
な
市
街
地
再
開
発
事
業
も
計
画

さ
れ
て
お
り
、
昨
年
度
に
引
き
続
き
、
ま
ち
づ

く
り
を
力
強
く
推
進
す
る
予
算
と
し
て
編
成
し

て
い
ま
す
。

【歳
入
】

・
誘
致
企
業
の
設
備
投
資
に
よ
る
固
定
資
産
税

の
増
加
な
ど
で
、
市
税
は
前
年
度
比
42
億
２
９

９
２
万
円
の
増
加
見
込
み
。

・
市
税
の
増
加
に
伴
い
、
地
方
交
付
税
は
前
年

度
比
27
億
４
７
３
８
万
円
の
減
少
（
普
通
交
付

税
は
ゼ
ロ)

と
な
る
見
込
み
。

【歳
出
】

・
保
育
園
改
築
事
業
費
補
助
金
の
増
加
な
ど
に

よ
り
、
補
助
費
等
は
前
年
度
比
１
億
７
５
１
万

円
の
増
加
見
込
み
。

5 令和５年４月 4令和５年４月



歳 出(市が使うお金)

歳出
418億円

民生費(32.7％)民生費(32.7％)
(障がい者福祉費、生活(障がい者福祉費、生活
保護費、保育園費など)保護費、保育園費など)
136億6,177万円136億6,177万円

教育費(12.5％)教育費(12.5％)
(幼稚園･小中学校管理、(幼稚園･小中学校管理、
給食実施など)給食実施など)
52億3,020万円52億3,020万円

土木費(10.2％)土木費(10.2％)
(道路維持補修、公園緑地管理、(道路維持補修、公園緑地管理、
市営住宅管理など)市営住宅管理など)
42億4,442万円42億4,442万円

総務費(14.0％)総務費(14.0％)
(地域づくり交付金、庁舎管(地域づくり交付金、庁舎管
理、シティプロモーション推理、シティプロモーション推
進など)進など)
58億7,018万円58億7,018万円

議会費(0.7％)議会費(0.7％)２億8,946万円２億8,946万円
労働費(0.4％)労働費(0.4％)((雇用対策事業など雇用対策事業など))１億5,986万円１億5,986万円
その他(0.5％)その他(0.5％)２億755万円２億755万円

公債費(9.0％)公債費(9.0％)
(借入金の返済)(借入金の返済)
37億5,392万円37億5,392万円

衛生費(6.8％)衛生費(6.8％)
(健康診査、清掃事業所管理など)(健康診査、清掃事業所管理など)
28億5,071万円28億5,071万円

商工費(4.6％)商工費(4.6％)
(ふるさと納税PR、北上･みちのく(ふるさと納税PR、北上･みちのく
芸能まつり事業費補助金など)芸能まつり事業費補助金など)
19億3,096万円19億3,096万円

農林水産業費(4.4％)農林水産業費(4.4％)
18億5,865万円18億5,865万円

消防費(4.2％)消防費(4.2％)
17億4,232万円17億4,232万円

令和５年度 当初予算の概要

義務的経費義務的経費…支出することが制…支出することが制
度的に義務付けられている経費度的に義務付けられている経費
投資的経費投資的経費…道路の整備など、支…道路の整備など、支
出の効果が将来にわたる経費出の効果が将来にわたる経費

会計名 予算額

国民健康保険特別会計 72億900万円

後期高齢者医療特別会計 17億2,600万円

介護保険特別会計 84億6,700万円

工業団地事業特別会計 21億2,600万円

駐車場事業特別会計 9,407万円

宅地造成事業特別会計 1,961万円

電気事業特別会計 １億9,100万円

合計 198億3,268万円

■特別会計予算

会
計
名

項目 予算額

下
水
道
事
業
会
計

収益的収入 29億4,658万円

収益的支出 28億7,924万円

資本的収入 37億4,209万円

資本的支出 47億9,902万円

■公営企業会計予算 ▼
特
別
会
計
予
算･

公
営
企
業
会
計
予
算

　

特
別
会
計
全
体
で
前
年
度
比
８
億
１
２
４

７
万
円
、
４･

３
％
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

後
期
高
齢
者
特
別
会
計
は
被
保
険
者
が
増
え

た
こ
と
に
よ
り
９
３
０
０
万
円
の
増
加
、
工

業
団
地
事
業
特
別
会
計
も
さ
ら
な
る
工
業
団

地
造
成
の
た
め
６
億
７
７
０
０
万
円
の
増
加

を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

・
清
掃
事
業
所
の
火
災
に
伴
う
ご
み
処
理
の
代

替
対
応
な
ど
に
よ
り
、
物
件
費
は
前
年
度
比
２

億
８
４
３
２
万
円
の
増
加
見
込
み
。

・
投
資
的
経
費
は
、
骨
格
予
算
に
一
部
の
道
路

等
整
備
事
業
が
含
ま
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
前
年

度
比
13
億
８
７
１
１
万
円
の
減
少
見
込
み
。

歳出の性質別内訳

義務的経費
176億4,650万円
(42.2％)

扶助費
80億5,258万円
(19.3％)

人件費
58億4,003万円
(14.0％)

公債費
37億5,389万円
(9.0％)

投資的経費
35億6,013万円(8.5％)

その他の経費
205億9,337万円
(49.3％)

物件費
87億3,524万円
(20.9％)

補助費等
55億1,262万円
(13.2％)

繰出金
29億7,133万円
(7.1％)

その他
33億7,418万円
(8.1％)

【
解
説
】 

普
通
交
付
税
不
交
付
団
体

　

地
方
交
付
税
は
、
ど
の
地
域
に
住
む
人
で

も
一
定
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
ら
れ
る
よ

う
、
国
が
地
方
自
治
体
の
財
源
を
保
障
す
る

仕
組
み
で
す
。
地
方
交
付
税
に
は
、
普
通
交

付
税
と
特
別
交
付
税
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
う

ち
普
通
交
付
税
は
、
自
治
体
に
必
要
な
基
準

財
政
需
要
額
か
ら
、
自
治
体
が
得
る
基
準
財

政
収
入
額
を
差
し
引
い
て
財
源
が
不
足
す
る

と
国
か
ら
交
付
さ
れ
ま
す
。

　

当
市
は
本
年
度
、
固
定
資
産
税
の
増
加
に

よ
り
財
政
が
安
定
し
、
独
自
の
税
収
な
ど
で

財
政
運
営
が
可
能
な
こ
と
か
ら
、
普
通
交
付

税
が
交
付
さ
れ
な
い｢

不
交
付
団
体｣

と
な
る

見
込
み
で
す
。
た
だ
し
、
税
収
の
変
化
に
よ

り
交
付
団
体
に
戻
る
可
能
性
も
あ
り
、
毎
年

の
状
況
で
決
ま
り
ま
す
。

交付
団体

普通交付税
40億円

基準財政収入額
60億円

不交付
団体

基準財政収入額
110億円

普通交付税の交付イメージ

基準財政需要額　100億円
（自治体Ａに必要なお金)

上記に対し自治体Ａの財政力(基準財政収
入額)の状況により交付･不交付が決まる。

※実際の計算方法などは省略しています。

5 令和５年４月 4令和５年４月


